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九州管内の中小企業等が有する産業公害防止技術に関する
アンケート調査結果 

取組んでいる産業公害防止の分野（複数回答可、n=31） 
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環境保全・環境対策費用を安価にしたい

環境規制を遵守し、環境基準等を常時確実にクリアしたい

環境保全・環境対策設備・機器が老朽化しており、更新したい

生産性の維持・向上につながる環境保全・環境対策に転換したい

その他

産業公害防止に資する新商品・新サービスの事業化に向け期待
すること    （複数回答可、n=31） 

九州管内の中小」環境ビジネス事業者に、取
組んでいる産業公害防止の分野を尋ねたと
ころ、「廃棄物処理、リサイクル対策（省資源、
節水対策を含む）」を挙げた企業が多かった
が、対象とした各種分野への回答が得られた。 

産業公害防止に資する商品・サービスを導入
した企業がどのような課題を抱えていたかを
尋ねたところ、「環境保全・環境対策費用を安
価にしたい」「環境規制を遵守し、環境基準等
を常時確実にクリアしたい」といった課題解決
が、導入の動機であったことが明らかになっ
た。 
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九州管内の中小企業等が有する産業公害防止技術に関する
アンケート調査結果 

産業公害防止の技術開発に関し、大学や公的研究機関等と連携した実績（n=55） 

産学連携のメリット（n=16） 

産業公害防止の技術開発に関し、大学や公
的研究機関等と連携した実績を尋ねたところ、
「現在までのところ、大学や公的研究機関等
と連携したことがない」への回答が36件、
65％と多かった。 

一方、「現在、大学や公的研究機関と連携し
ている」への回答も９件、16％、「現在は連携

していないが、過去に大学、公的研究機関等
と連携した」への回答が７件、13％みられた。 

産学連携のメリットを尋ねたところ、「大学や
公的研究機関等に対し、必要な時に、気軽に
相談できるようになった」への回答が10件と

最も多く、次いで、「自社単独では達成できな
かった技術開発に成功した」への回答が８件、
「自社の製品・サービスの強みを示すデータ
や資料の提供が可能になった」への回答が７
件であった。 

現在、大学や

公的研究機関

等と連携してい

る, 9, 16%

現在は連携し

ていないが、過

去に大学や公

的研究機関等

と連携した, 7, 

13%

現在までのとこ

ろ、大学や公的

研究機関等と

連携したことが

ない, 36, 65%

無回答, 3, 6%
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大学や公的研究機関等に対し、必要な時に、気軽に相談できるようになった

大学等から新卒採用者を確保できた

自社単独では達成できなかった技術開発に成功した

自社の製品・サービスの強みを示すデータや資料の提供が可能になった

その他

特段のメリットはない
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九州管内の中小企業等が有する産業公害防止技術に関する
アンケート調査結果 

環境関連技術の開発に係る大学や公的研究機関等との連携意向（n=55） 

連携先の種類（n=22） 

「環境関連技術の開発に際し、大学や公的研
究機関等と引き続き連携したい」「環境関連
技術の開発に際し、大学や公的研究機関等
と新たに連携したい」への回答もあわせて22
件、40％となっている。この数値は、現在及び
過去の連携実績を有する企業の割合29％を

上回っており、環境関連技術の開発に際し、
今後、大学や公的研究機関等との連携が一
層進展することが示唆される。 

連携先の種類では、「大学・高専」への回答
が16件と最も多く、次いで、「自治体の研究機
関」が12件、「国の研究機関」が６件、「産業
支援機関」が４件、「大学TLO」が３件となって
いる。 

今後は、大学・高専との産学連携に加え、大
学・高専以外の主体との産学連携の進展が
期待される。 

環境関連技術

の開発に際し、

大学や公的研
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い , 11, 20%

環境関連技術

の開発に際し、

大学や公的研

究機関等と新

たに連携した

い, 11, 20%

環境関連技術

の開発に際し、

大学や公的研

究機関等と連

携したいとは思

わない, 31, 56%

無回答, 2, 4%
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九州内外の大学・研究機関等の産学連携取組状況と技術シーズ
に関するアンケート調査結果 

九州管内の中小企業との産学連携実績を有する技術シーズの分野 
（複数回答可、n=21） 

九州管内の中小企業との産学連携実績（複数回答可、n=21） 

産学連携実績を有する産業公害防止技術
シーズのうち、「九州の産業公害防止技術
マップ」への掲載を希望する技術シーズの分
野を尋ねたところ、公害防止技術シーズの全
分野の技術シーズが挙げられた。中でも、
「廃棄物処理・リサイクル技術」への回答が10

件と最も多く、次いで、「水質汚濁対策技術」
が８件となっている。 

九州管内の中小企業との産学連携実績を尋
ねたところ、「共同研究」が18件と最も多く、次
いで、「技術相談」が17件となっている。 
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大気汚染対策技術

水質汚濁対策技術

土壌汚染対策技術

騒音振動防止技術

環境測定、分析技術

廃棄物処理、リサイクル技術

海洋プラスチック・マイクロプラスチック対策技術

有害化学物質対策技術

その他
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九州内外の大学・研究機関等の産学連携取組状況と技術シーズ
に関するアンケート調査結果 

産学連携に取組みたい技術シーズの分野（複数回答可、n=33） 

九州管内の中小企業との産学連携の可能性（複数回答可、n=33） 

産学連携に取組みたい技術シーズの分野を
尋ねたところ、公害防止技術シーズの全分野
の技術シーズが挙げられた。中でも、「廃棄
物処理・リサイクル技術」「水質汚濁対策技
術」への回答が、それぞれ24件、20件と多
かった。 

九州管内の中小企業との産学連携の可能性
について尋ねたところ、「共同研究」が33件と
最も多く、次いで、「技術相談」が29件となって
いる。現状と傾向は同様である。。 
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ニーズ及びシーズのマッチング  

 「九州管内の中小企業等が有する産業公害防止技術に関するアンケート調査」の中で、九州
管内の環境ビジネス企業と大学・区的研究機関のマッチングへの参加意向を尋ねたところ、
『「ぜひ参加したい』と回答した企業が６件あった。 

 そのうち、『環境関連技術の開発に際し、大学や公的研究機関等と新たに連携したい』と回
答した企業が４件であった。 

この４件の企業が希望する連携先とのマッチングを実施すべく、個々の企業に打診を行った。
その結果、Ｄ社と北九州市立大学とのマッチングが成立した。 

◎Ｄ社のマッチング希望内容 
 連携希望技術：廃棄物の中からリサイクルできる新たな手法を模索する 
 連携希望機関：大学・高専、大学TLO、国の研究機関、自治体の研究機関 
 
◎Ｄ社と北九州市立大学とのマッチング結果 

 北九州市立大学教授の松本亨氏（「九州内外における中小企業、大学・研究機関等の産業
公害防止技術フォローアップ及び新動向調査」検討委員会委員長）に相談役となっていただき、
マッチングを実施した。 

 Ｄ社から、太陽光発電パネルの破砕時に発生する廃ガラスの最適な有効利用用途ならびに
リユースへの取組可能性についての相談を受け、松本氏にその場でご回答いただき、Ｄ社に
は満足していただいた。 
今後ともＤ社から松本氏に必要時に相談を受けられるよう、松本氏の連絡先をＤ社に伝えた。 

7 



まとめ  

①環境ビジネス市場拡大のポイント 
 産学連携を通じた技術開発、当該技術開発の成果を活かした新商品・サービス開発、環境 
  ビジネス市場の拡大、といったビジネス展開が、代表的な成功モデルといえる。環境ビジネ 
 ス市場拡大に向け、産学連携の活用が環境ビジネス事業者の事業拡大のポイントである。 
 

②産学連携活性化に向けたポイント 
◎大学の産学連携担当組織と大学研究者の連携 
・大学研究者が保有する特許を、中小企業に知ってもらうため、大学の産学連携担当組織と 
 大学研究者が展示会に行き、特許情報や特許活用で中小企業にとってどのようなことが 
 可能になるかを情報発信する。 
・大学の産学連携担当組織における無料の技術相談と大学研究者との共同研究・受託研究 
 の間を埋める仕組みとして、大学研究者によるコンサルティング制度（１回のコンサルティ 
 ング料が５～20万円）を導入する。 
  
◎大学の産学連携担当組織の取組 
・中小企業が、大学内研究室を自由に行き来できるイノベーションを創出する場の提供 
（例：中小企業も利用可能な500万円程度の共同研究講座を開設する） 
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まとめ ③九州の環境ビジネス企業が持つ産業公害防止技術ニーズと大学・
研究機関が持つ産業公害防止技術シーズ 
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参考：検討委員会の設置  

 本調査実施にあたり、アンケート・ヒアリング調査内容、産業公害防止技術マップの内容、報
告書の内容を検討するための検討委員会を設置し、計２回開催した。 
  

「九州内外における中小企業、大学・研究機関等の産業公害防止技術フォローアップ及び新
動向調査」検討委員会委員名簿 

（敬称略、五十音順） 
塚 本  寛  公益財団法人北九州産業学術推進機構産学連携シニアアドバイザー 
中 村 純 治 独立行政法人中小企業基盤整備機構九州本部チーフアドバイザー 
松 本  亨  北九州市立大学国際環境工学部環境生命工学科教授（委員長） 
吉 田  剛  吉田技術士事務所 代表 
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